
 

令和８年７月 

政策統括官（統計制度担当）付 

統計委員会担当室 

 

令和７年度統計法施行状況に関する審議について（案） 

 

 

１ 基本的な考え方 

○ 標記審議は、統計法第 55 条の枠組みの中で、基本計画に掲げられた事項についての

各府省の取組状況などを統計委員会が把握することにより、同法の施行状況について

確認を行い、その着実な推進を図るために実施する。 

○ 令和７年度の統計法施行状況については、統計委員会への報告を踏まえ、各府省に

おける取組の更なる推進を促すため、重要事項を絞り込んだ上で審議を行う。 

 

 

２ 審議の具体的な進め方 

 (1) 審議の方法及びスケジュール 

〇７月： ・総務省から施行状況について報告 

     ・審議の具体的な進め方及び審議事項の決定 

 

〇８月： ・関係府省からの提出資料に基づくヒアリング 

 

〇９月： ・審議結果の取りまとめ 

 

 (2) 審議事項の選定の考え方（案） 

第Ⅳ期基本計画の３年度目に当たる令和７年度については、これまでの審議内容を

踏まえつつ、次期基本計画策定も見据えて、有意義かつ効率的な審議を行う観点から、

基本計画別表の「第２ 公的統計の整備に関する事項」（注）に掲げられた項目について、

以下を考慮し審議事項を選定する。 

 

・ 実施時期が令和７年度（2025 年度）までに到来しているもので、かつ、統計委員

会（分科会及び部会を含む。）における審議が過去２年間行われておらず、今後も予

定されていないもの 

 

 
（注）基本計画別表の「第３ 公的統計の策定・提供・利用の基盤整備」については、大半が統計作成プロセス

部会、デジタル部会等の審議対象。 
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令和７年度統計法施行状況報告の審議対象事項（案）

【基本計画 事項別推進状況】

No. 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 令和７年度（2025年度）末時点の検討状況又は進捗状況 実施済等の別

50 ○ 　我が国の土地所有及び利用状況の全体像
を把握するため、土地基本調査の作成方法
の充実に向け、不動産登記情報のデジタル
データの整備・検討状況も踏まえつつ、引
き続き検討を行う。

国土交通省 令和５年度
（2023年度）か
ら実施する。

・　不動産登記情報の活用方法について、令和６年度（2024年度）から標
本設計や調査結果の補完等の観点から検討を開始し、令和８年度（2026
年度）に実施する予備調査にて、補助情報・参考情報として活用する予
定。

実施・検討予定

53 ○ 　農林水産物・食品の輸出拡大や農山漁村
の活性化等といった政策課題について、客
観的なデータに基づく施策の検討に資する
ため、統計部局が省内外の統計データ等を
作成・分析し、政策部局へ提供・支援する
取組を、学識者の知見も活用しながら推進
する。

農林水産省 令和５年度
（2023年度）以
降も引き続き実
施する。

・　令和４年度（2022年度）から、大臣官房統計部が省内の政策部局から
のニーズ・要望を受け、多様な統計等データを整備・改善し、政策立案
を支援するための統計等データを作成・分析し、省内に提供する取組を
開始。令和５年度（2023年度）以降は、学識経験者の知見も活用しなが
ら政策部局側と連携しつつ調査・分析を実施し、計16件の分析レポート
を提供・公表した。
　また、平成29年（2017年）７月から統計部内に「統計データ利活用サ
ポート窓口」を設置し、統計データの所在案内、調査票情報の提供等を
実施するなど、省内の統計利用等を支援した。

継続実施
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